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建築物の生産性は都市の密度や形状，及び住環境に大きく影響する．低い生産性は住宅価格を高め，一

人当たり居住面積は小さくなる．その際，交通費用が安ければ，地価の低い郊外に市街地は拡大する．一

方，建物の高層化のコストが低ければ，利便性の高い都心や近郊に集合住宅が建設され都市はコンパクト

になりうる．一部の都市経済モデルでは，都市システムにおいて建物市場を考慮しており，都市政策が市

街地密度に及ぼす影響を分析可能としているが，そこでは建築床の生産性，特に高層化に伴うコスト増加

の考察は不十分である．また，建築コストの実証研究では，文献により想定するモデルが異なり，建物階

数が建設費に与える影響は必ずしも明確ではない． 
本研究では，都市経済モデルでの活用を念頭に，日本の建築物着工統計に基づき，建物階数を考慮した

床生産関数を推計し，高層化が建設費に与える影響を分析した．その結果，床面積当たりの建設単価は高

層化するほど高くなることが推計され，その結果を既往研究と比較し考察した． 
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1. 序論 

 

都市社会への移行は全世界で進展しており，それは温

室効果ガスの排出と気候変動緩和策に著しい影響を及ぼ

すとされている1)．都市密度は交通エネルギー消費と密

接な関連があることが指摘されており2)，コンパクトな

都市開発は自動車走行距離と交通エネルギー消費を低下

させると試算されている3)．このため，国内外で，都市

の密度を高め，コンパクトな市街地を誘導する様々な政

策が取り組まれている1), 4)． 

その際，建築物の生産性は都市の密度や形状，および

住環境に多大な影響をもたらす．建築物の生産性が低け

れば住宅価格が高くなり，一人当たりの居住面積は小さ

くなるであろう．このとき，交通費用が安ければ，地価

の低い郊外に市街地は拡大する．一方，建物の高層化の

コストが低ければ，利便性の高い都心や近郊に集合住宅

が建設され，コストが高い場合と比較して都市はコンパ

クトになると期待される．一部の都市経済モデルでは，

都市システムにおいて開発者という主体を導入して建物

市場を考慮しており，都市政策が市街地密度に及ぼす影

響を分析可能としている．ただし，そこでは建築床の生

産性，特に高層化に伴うコスト増加の考察は十分ではな

い5)7)．一方，建築コストに関する実証研究8, 9)では，文

献により想定するモデルが異なっており，建物階数が建

設費に与える影響は必ずしも明確ではない． 

本研究では，都市経済モデルでの活用を念頭に，日本

の建築物着工統計に基づき，建物の階数を考慮した床生

産関数を推計し，高層化が建設費に与える影響を分析す

ることが目的である．2章では既往研究をレビューし，3

章では本研究で用いる建築物着工統計データを説明する．

4章では床生産関数とその推計方法を示し，5章では推計

結果を示した上で，6章で既往研究の推計結果と比較す

る．7章はまとめである． 

 

 

2.  既往研究 

 

いくつかの都市経済モデルでは建物市場を考慮してお

第 63 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 2

り，その中で建物床の生産を考慮している．ただし，そ

の生産性は必ずしも明確に定義されているわけではない．

UrbanSim10)はマイクロシミュレーションの枠組みを用い

ており，ある地区の建築床の供給量は確率的に変化する

ことを仮定しており，その供給コストや生産性は考慮さ

れていない．AnasによるRELU6)では開発事業者は，離散

的に与えられた建物タイプから，期待効用を最大化する

よう開発する行動を想定している．ここで，建物タイプ

別のコストはデータから与えるモデルとなっており，開

発密度や建物階数とコストの関係は言及されていない．

堤ら7)は土地とそれ以外の資材を投入し床を生産するモ

デルをコブダグラス型関数で表し，2005年の東京都市圏

を対象にそのパラメータを推計している．その結果，土

地及びその他資材の投入に対する床生産量の増加率が逓

減する関数が推計されている．この推計には，建物床面

積として固定資産課税台帳，土地面積として市街化区域

面積，資材投入量として建築物着工統計が用いられてい

る．これらは集計的なデータであり，資材投入量は単年

度に投入されたフローと考えられるのに対して，建物床

面積と土地面積が新たに追加された建物とそれに用いら

れた土地を表しているのか，あるいはストック全体を表

しているのか不明である． 

Ding9)は単位土地面積当たりの床生産関数を，土地以

外の資本を投入要素とするCES関数で表し，そのパラメ

ータを中国北京のデータを用いて推計している．また，

Chauら8)は，香港における54棟の住宅建設データを用い，

建物階数，建築面積，および建物の質を入力変数として

総建設費用を推計する統計モデルを推計している．ここ

で，建築面積は敷地面積ではなく，建物のFootprintであ

る．また，入力変数をBox-Cox変換し，その非線形性を

考慮している．その結果，建築面積は費用を線形に増加

させるのに対して，建物階数は費用を指数的に増加させ

る関数が推計されている． 

以上のように，既往研究では想定する関数が様々であ

り，建物の階数が建築床の生産性に与える影響は異なっ

ている．以下では，都市経済モデルでの活用を念頭に，

簡易的な床生産関数を想定し，そのパラメータを日本の

建築物着工統計に基づき推計する． 

 

 

3.  建築物着工統計 

 

建築物着工統計は建築基準法第15条第1項の届出制度

に基づく悉皆的な統計である11)．この統計では，建築場

所，建築物の用途，構造，工事費予定額，階数，敷地面

積などが調査されており，各種項目で集計された統計表

が公表されている．ただし，この届出制度は10m2以下の

建築物は対象とされておらず，また，工事費はあくまで

予定額であり実施額ではないことに留意が必要である． 

本研究では，この統計データに基づき床生産関数の推

計を試みる．当該統計の第4表では地域別，用途別，地

上階数別，構造別の新築建物の数，床面積，敷地面積が 

 

図-1 工事費単価の分布 

 

図-2 建物階数の分布 

 

与えられている．また，第6表では地域別，構造別の建

物数，床面積，工事費予定額が，第7表では地域別，用

途別の同項目が与えられている．なお，第4表の地域と

して都道府県，県別市部，政令市の区が与えられており，

それらは第6，7表でも区分されている．また，これらの

表は2011年～2014年の年次について提供されており，

2010年以前は着工戸数のみ公開されている．そのため，

以降の分析は2011年～2014年のデータを用いて行う． 

図-1は1平方メートル当たりの工事費予定額の分布を

示している．ただし，分布の高さは床面積の比率で与え

ている．これより，建設単価は多くが10～20万円/m2で

あることがわかる．ただし，2012年以降10～20万円/m2の

比率が減少し，20～30万円/m2の比率が増加している．

また，平均値も，2012年には16.8万円/m2だったものが，

2013年には17.4万円/m2，2014年には18.6万円/m2と推移し

ている． 

一方，図-2は建物階数の分布を面積比率で示している．

これを見ると，2階建てがやや減少し，4～5階建てが増

加傾向にあるが，それほど大きく変化していないことが

わかる．平均値を見ると，2011年は4.37階，2012年は4.36

階，2013年は4.28階，2014年は4.37階とほぼ同程度の階数
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となっている．このため，高層化が建設単価の上昇に寄

与しているとは考えにくい． 

建築物の工事費は，構造や用途，建物の質などにより

異なるが，近年の工事費の上昇は資材価格の上昇や技能

者の不足，建設需給の逼迫等を反映していると考えられ

ている． 

このように，工事費は建物階数とは異なる要因で変化

しているが，本稿では物価調整せずに各年の生産関数を

推計する．なお，建築物着工統計では，階数別の工事費

は集計されておらず，単一の集計表から，建物階数を考

慮した床生産関数を推計することはできない．このため，

次章では第6，7表の工事費予定額の周辺分布から，生産

関数を推計する方法を示す． 

 

 

4. 生産関数の推計方法 

 

ここでは，土地とその他の資本を投入して床が生産さ

れると仮定する．ここで，投入される土地面積をG，そ

の他資本投入量をKとして，生産される床面積Aは次式

で表されると仮定する． 

 G
G

K
A

1

0



 





  (1)  

ただし，0，1はパラメータである．ここで，K / Gは単

位土地面積当たりの資本投入量である．なお，土地面積

Gは建築面積であり，敷地面積ではないとする．ここで，

全てのフロアの床面積は等しいと仮定すると，建物階数

Hは次式で表される． 

 
1

0



 







G

K

G

A
H  (2)  

ここで，建築面積を固定すると，1<1ならば，資本投

入量に対する建物階数の増加率は逓減することになる．

すなわち，高層化するほど床面積当たりのコストが高く

なる．一方，1=1ならば，資本投入量と建物階数は比例

し，床面積当たりのコストは階数によらず等しくなる．

なお，G=A/Hであるから，Kは次式で表される． 

 1

1

1

1
1

0






  HAK  (3)  

第4表の階数は「1階，2階，3階，4～5階，6～9階，10

～15階，16～20階，21～30階，31階以上」の階級で集計

されている．上記モデルに当てはめるためには各階級の

代表値を設定する必要がある．ここではまず30階以下の

データについては各階級の中央値を階数の代表値として

設定した．その上で，地域別用途別の床面積を階数で割

ったものを建築面積とし，それを敷地面積で除すること

により建坪率を求める．この方法で求められる21～30階

の建坪率を31階以上の建物にも適用し，これを敷地面積

に乗ずることで当該階級の建築面積を求めた．建築面積

で床面積を除することにより平均階数を求め，これを31

階以上の階級の代表値と設定した．その結果，31階以上

の建物の階数は2011年は36階，2012年は32階，2013年は

38階，2014年は34階と推計された．以後，各階級の階数

は用途，地域，構造によらず同一であると仮定する． 

第6表，第7表では，床面積と工事費予定額が与えられ

ているが，前述の通りそれらは階数については分割され

ていない．ここでは，クラスを表す添え字として，地域

をk，階数をh，用途をl，構造をsで表す．すると，式(3)

はこれらの添え字を用いて次式で表される． 

 1

1

1

11

0 





  hlkshlkshlks HAK  

   1

0
 hlkshlks HA   (4)  

ただし， 

 1

1

00   ，

1

1
1

1







  (5)  

である．いま，第4表では集計項目が階数で細分化され

ており，秘匿処理等により，その床面積を第6表，第7表

の項目で集計しても必ずしも一致しない．そこで，工事

費総額ではなく，建設単価に基づきモデルパラメータを

推計する．上の式の記法を用いると，地域別，構造別の

建設単価cksおよび地域別，用途別の建設単価cklはそれぞ

れ次式で与えられる． 

 



LlHh

hlks
LlHh

hlksks AKc
,,

 (6)  

 



SsHh

hlks
SsHh

hlkskl AKc
,,

 (7)  

第6表，第7表のデータより求められる地域別，構造別

の建設単価をc6ks，地域別，用途別の建設単価をc7klと表

記し，誤差分布に正規分布を仮定すると，モデルの対数

尤度関数は次式で与えられる．  

     2

,

2
7

,

2
6 









 
 Llk

klkl
Ssk

ksks ccccLL  (8)  

この対数尤度関数を最大化する0，1を求める．ただ

し，はモデルの推計誤差の分散であり，構造別，用途

別で同一であると仮定している．また，その値は，パラ

メータの最尤推定値における誤差分散として事後的に与

える．このとき，パラメータの分散は，最尤推定値にお

ける尤度関数のヘシアンを用いて次式で表される． 

  12  diagσ  (9)  

ただし，diagは行列の対角成分を表す． 
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5. パラメータ推計結果 

 

工事費予定額をその他資本の投入量と仮定し，式(8)

を用い，式(4)のパラメータ0，1を推計した結果を表-1

に示す．これより，パラメータはいずれも符号条件を満 

 

図-3 平均階数に対する建設単価（用途別集計） 

 

たし，有意であることがわかる．また，表中には式(5)

を用いて算定されるも示している．ここで，式(5)の 1

を1について解くと 1は1に関して単調減少である．1

が0のとき1は1であり，1は片側1%水準で有意であるこ

とから，1も有意に1より小さいと言える．すなわち，

式(1)より，土地以外の資本投入に対する床生産量は逓

減することが推計された．なお，1の99%信頼区間に対

応する1の範囲は，0.80～0.85である．誤差の標準偏差は

5.5～5.9万円/m2であり，また，モデルによる建設費単価

の推計値と，データから求められる建設単価の重相関係

数は0.123～0.186である． 

図-3は用途別集計に基づく平均階数に対する建設単価

を示しており，灰色の点は統計値，実線はモデルによる

推計値である．なお，この図では，データの一つの点は，

ある地域のある用途に関する平均建設単価と平均階数を

示している．ここで，前述の通り階数に対する建設単価

は統計として与えられていないが，地域別，用途別，構

造別の平均階数を求め，それと工事費データを集計区分

毎に対応づけたものを図では示している．すなわち，個

別の建物についての階数と建設単価を示しているわけで

はなく，区分毎の平均値であることに留意が必要である． 

これより，データの建設単価は相当程度ばらついてい

るが，平均階数が高くなるに従い建設単価が高まる傾向

を読み取ることができ，モデルもそれを反映しているこ

とがわかる．建設単価は建物の質や用途によっても大き

く異なると考えられるが，本研究の推計したモデルはそ

の平均を与えるものとなっている． 

 

 

6. 建設費推計モデルの比較 

 

2章で述べたように，既往研究では建設費の推計に

様々な関数が用いられている．本章では，それらのモデ

ルと本研究で推計したモデルと比較することで，それぞ

れの特徴を明らかにする．ここでは，建物階数に対する

建設単価について，Chau et al.8)，Ding9)，堤ら7)のモデルと

本モデルを比較する． 

まず，Chau et al.のモデルでは建設単価K/Aは次式で表

される． 

  PRIH
H

G

A

K H

410

1

exp
32







 (10)  

ただし，PRIは建築物の質を表す代理変数であり，民間

住宅で１，公共住宅で0の値を取る変数である．また，

0~ 4はパラメータである．パラメータは，香港におけ

る54件の住宅開発データを用いて推計されており，建物

階数の平均値は33階，標準偏差は10階，最小階数は6階，

最大階数は61階である．これより，0=-4.150，1=0.100，

2=-0.009，3=1.195，4=0.290と推計されている． 

Dingのモデルでは建設単価を次式で与えている． 

表-1 パラメータ推計結果 

  
2011 2012 2013 2014 

0 1 0 1 0 1 0 1 

Parameters 13.4 0.221 13.9 0.191 14.0 0.223 14.9 0.231

Std.dev 0.111 0.006 0.112 0.006 0.117 0.006 0.117 0.006

t-value 120 36 125 31 120 36 127 39

 
0 1 0 1 0 1 0 1 

0.119 0.819 0.110 0.839 0.116 0.818 0.112 0.812

Std.error 5.5 5.5 5.8 5.9 

R2 0.160 0.123 0.165 0.186 
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1

1
11








  H

HA

K  (11)  

ここで，，，はパラメータであり，2000年から2002

年までの北京における116件の住宅データを用いて推計

されている．は全ての年で共通で1と設定しており，，
はそれぞれ0.9999857~0.99999982，0.000056~0.000088と推

計されている．これらの値は年による違いの幅を示して

いる．これらパラメータの推計結果について，符号条件

の有意性は満たしているとされているが，はほぼ1に近

い値となっている．論文中のパラメータのt値から推計

される標準偏差を用いると，有意水準1%で=1とする帰

無仮説が棄却されないことから，後の比較では が1の

ケースについても評価する． 

堤らのモデルでは建設単価は次式で与えられる． 

 2

2

2

21 11

0









 HG
A

K  (12)  

ここで，0，1，2はパラメータであり，2005年の関東

地方南部の市区町村を基礎とした197ゾーンの集計デー

タを用いて推計されている．住宅用途では，1=6.3×10-2，

2=4.5×10-1であり，業務用では1=4.2×10-2，2=2.3×10-1

と推計されている． 

また，本研究のモデルでは式(3)より，建設単価は次

式で与えられる． 

 1

1

1

1
1

0






  H
A

K  (13)  

以上のモデルにおいて，Chau et al.と堤らでは入力変数

として建物階数と建築面積が含まれているが，Dingおよ

び本モデルでは階数のみが変数である．これらのモデル

を比較するが，貨幣単位やデータ取得年が異なるため，

推計結果の絶対値による単純比較は適切ではない．また

堤らのモデルでは全てのパラメータ値が示されていない

ため，建設単価の絶対値を求めることができない．この

ため，以下ではそれぞれのモデルにおいて1階建ての建

物の建設単価で基準化した場合の建設単価を比較する． 

まず，Chau et al.のモデルによる階数と建設単価の関係を

図-4に示す．ここでは，PRI=1のケースを評価した．こ

れより，このモデルでは15階程度までは，建物階数が高

まるほど単価が減少している様子がわかる．ただし，例

えば，建築面積が150m2の場合は19階で単価が最小とな

り，それ以上の階数になると，単価が上昇する．すなわ

ち，より広い階数の範囲では，費用関数は建設単価が最

小値を持つU字型の形状となる．この関数では階数を表

す変数が指数関数の中に入っており，総建設コストは階

数に対して指数的に増加することになる．一方，面積は

階数に関して線形で増加するため，直感的には階数の増

加に対して建設単価は逓増すると思われる．しかし，式

(10)の指数関数内部の0+1 H +4PRIは階数が38階までは

負であり，低い階数では建設費の変化率は比較的小さく

なっている．従って，この条件の下では階数が増加する

と建設単価は低くなると推計される．なお，このモデル

では建築面積が大きいほど単価の減少率が大きくなって

いる． 

次に，Dingのモデルにおける階数と建設単価の関係を

図-5に示す．これを見ると，与えられたパラメータの下

では，9階から11階前後で建設単価が急上昇した後，あ 

 

図-4 階数と建設単価（Chau et al.のモデル） 

 

 

図-5 階数と建設単価（Dingのモデル） 

 

 

図-6 階数と建設単価（堤らのモデル） 
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図-7 階数と建設単価（本モデル） 

 

る閾値を超えると負の値を取ると推計されている．パラ

メータを見ると，1-は非常に小さい正数を取り，また，

=1であることから，建物階数が/(1-)を超えると建設単

価の符号が正から負に変化する．一方， =1の場合には，

K/Aは階数Hによらず1/の定数となる．すなわち，この

モデルはの微小な値の違いにより建設単価の推計結果

が大幅に変わる不安定なモデルと言える． 

堤らのモデルにおいて，住宅用途のパラメータを用い

た場合の建設単価の評価結果を図-6に示す．このモデル

では入力変数として建築面積が用いられているが，同一

の建築面積の1階建ての建物で単価を基準化すると，建

築面積の項がキャンセルされるため，結果としてここで

の評価結果は建築面積の影響を受けない．図より，この

モデルでは階数の増加に対して建設単価が増加している

ことがわかる．ただし，その増加率は非常に高く，例え

ば30階建ての建物では建設単価は1階建ての64倍となっ

ている．なお，業務用では増加率は更に高く，30階建て

では1階の単価の8.8万倍と算定される． 

図-7は本モデルによる建設単価の評価結果を示す．こ

れは図-3の各年の推計結果をまとめたものであり，階数

が増加するに従い，建設単価も増加している．ただし，

その増加率は堤らのモデルと比較すると大幅に低く，30

階建てで，1階建ての2倍程度となっている． 

以上のように，想定するモデルおよび推計方法により，

建物階数に対する建設費用関数は大きく異なることがわ

かる．ここで，Chau et al.のモデルのみが建設単価が階数

に対して低下する領域があり，ある階数を超えると単価

が上昇する形状となっている．Chau et al.は総コストを推

計する自由度の高いモデルを用いており，データへのフ

ィッティングは良いものの，建設単価で見ると他のモデ

ルとは逆の傾向を示している．Chau et al.の研究では個々

の住宅建設事業のデータを用いていることから，建物階

数と建設単価に負の相関があるのか確認することが必要

であろう． 

Dingが用いたCES関数は経済モデルで用いられる一般

的な生産関数であり，堤らや本研究の想定するコブダグ

ラス型関数を含むクラスとなっている．ただし，一般に

弾力性を表すパラメータの推計はしばしば困難であり，

Dingの研究でも建物階数と土地地代の内生性から操作変

数法を用いて土地とその他資本の代替弾力性を0.46と

推計している．ただし，論文中では既往研究を参照した

上で，これを丸めて0.5としている．なお=(1-)/であり，

 =0.5で =1である．図-5で見たように，パラメータの微

妙な違いが費用関数の形状に大きく影響するため，パラ

メータの変動などについて，より詳細な分析が必要であ

ろう． 

堤らのモデルと本研究のモデルはいずれもコブダグラ

ス型を想定している．前者は土地投入量を変数として扱

う一方，本研究では土地投入量を与件としている．この

ため，式(12)と(13)を比較すると2と1が対応する．2の

推計値は住宅用途で0.45，業務用途で0.23であるのに対

し，本研究の1は0.812～0.839である．式(1)に示したよう

に，このパラメータは土地以外の資本の効率性を表すた

め，その値が低いと土地以外の資本投入量に対する床面

積生産量の低減率が高くなり，従って，建物階数が増加

するに従って，単位床面積当たりの建設コストの増加率

が高まることになる． 

堤らのモデルでは建物床面積データは固定資産税台帳

に基づく市区町村単位の集計データを用いているが，一

方で，資材投入量として建築物着工統計を用いている．

固定資産税台帳は建物床のストック量を与えるのに対し，

建築物着工統計に基づく資材投入量はある年の1年間の

投入量を与えていると考えられる．このため，本研究と

関数型は同様だが，本研究が想定するモデルとは，建設

コストの考え方が異なっている可能性がある． 

本研究では，建築物着工統計に基づき床面積と土地以

外の資本投入量を与えており，各年の投入量と生産量に

基づく推計となっている．このため，建築物の生産関数

を求めるためのデータは整合的といえる．  

 

 

7. 結論 

 

経済モデルにより都市空間を分析する上で建築物の生

産関数は非常に重要な要素であるにもかかわらず，高層

化が生産性に及ぼす影響については従来十分な注意が払

われてこなかった．本研究では，都市経済モデルでの活

用を念頭に，日本の建築物着工統計に基づき，建物階数

を考慮した床生産関数を推計し，高層化が建設費に与え

る影響を分析した．その結果，高層化は床面積当たりの

建設コストを増加させるが，その増加率は階数に対して

逓減すると推計された．この傾向は既往研究の建設コス

ト関数には見られない新たな知見である． 

なお，現在，建築物着工統計の個票データを用いた分
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析を進めており，発表時には結果を報告する予定である． 
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ESTIMATION OF FLOOR PRODUCTION FUNCTION  

FOR URBAN ECONOMIC MODELS CONSIDERING BUILDING STORIES 
 

Masanobu KII, Tetsuya TAMAKI, Yoshio KAJITANI, Tatsuya SUZUKI 
 

Productivity of building construction substantially affects urban structure and quality of residential en-
vironment. However, the method of building productivity estimation, especially for the impact of building 
stories on cost increment, is not sufficiently clarified. An aim of this study is to analyze the impact of 
building height on floor productivity, consistent with urban economic models, using data of building con-
struction statistics in Japan. As a result, the construction cost per floor area is found to increase as build-
ing gets higher, while the increase rate of the cost decreases. Our estimation is based on aggregate data 
for distribution of construction cost over many construction projects. Disaggregate data of individual con-
struction projects is needed to capture the impact of height on the cost more directly for further analysis. 
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